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 （趣旨） 

第１条  この規則は、一般財団法人千葉県公立学校教職員互助会運営規則（以下「運営規

則」という。）第３条の規定により、会員に対し行う給付の額、条件等について定め

る。 

 （用語の意義） 

第２条  この規則で「被扶養者」とは、公立学校共済組合の被扶養者及びこれと同一の認

 定基準によって会員の被扶養者として認定された者をいう。 

２ この規則で「遺族」とは、次の各号に掲げる者をいう。 

 （１）会員又は会員であった者の配偶者（届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事

   情にある者を含む。） 

 （２）会員又は会員であった者の子、父母、孫及び祖父母で会員又は会員であった者の

   死亡当時主としてその収入によって生計を維持していた者 

 （３）前号に掲げる者を除くほか、会員又は会員であった者の死亡当時主としてその収

   入によって生計を維持していた者 

 （４）会員又は会員であった者の子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で第２号に該当し

   ない者 

 （支払未済の給付の受給者） 

第３条  会員又は会員であった者が死亡した場合において、その者が支給を受けることが

できた給付でその支払を受けなかったものがあるときは、これをその者の遺族に支給

する。 

 （給付を受けるべき遺族の順位） 

第４条  会員又は会員であった者が死亡したときにおいて給付を受けるべき遺族の順位は

第２条第２項の順序とし、同項第２号又は第４号に掲げる者の間においては、それぞ

れ当該各号に掲げる順序とする。 

２  前項に掲げる者のほか、給付を受けるべき遺族の順位については、公立学校共済組合

の例により給付を受けるべき遺族に同順位者が２人以上あるときの給付の方法につい

てもまた同様とする。 

改正 



 （給付の請求手続） 

第５条 この規則による給付は会員若しくは会員であった者又はその遺族の請求によって

行う。ただし、第８条第１項に規定する場合は、請求を要しないものとする。 

２ この規則による給付を受けようとする者（前項ただし書に規定する場合を除く。）は、

所定の様式による請求書に必要な書類を添付して理事長に提出しなければならない。 

３ この規則による給付を受けようとする者が、千葉県条例の適用を受けない者にあって

は、県条例に準じて判断するものとする。 

 （給付の制限） 

第６条 この規則による給付は、その原因である事実が発生した日から３年以内に請求が

あった場合に限りこれを行うものとする。ただし、理事長が特に認めた場合はこの限

りではない。 

２ 給付の請求があった場合において、次の各号の一に該当すると理事長が認めたときは、

給付の一部又は全部を行わないことがある。 

 （１）事実を偽って給付を請求したとき。 

 （２）会費納入の義務を履行しないとき。 

 （３）故意に給付の原因となる災害等の事故を生じさせたとき。 

 （給付金からの控除） 

第７条 会員が会員の資格を失った場合において、その者又はその者の遺族に支給すべき

給付金があり、かつ、その者が互助会に対して支払うべき金額があるときは、当該給

付金からこれを控除する。 

 （入院費補助金） 

第８条 会員又はその被扶養者が病気又は負傷し療養のため医療機関に入院したときは、

入院費補助金として会員については１日につき５００円、被扶養者については１日に

つき３００円を支給する。 

２ 入院費補助金の支給期間は、事業年度内の日数を通算して１８０日を超えないものと

する。 

３ 公立学校共済組合員証（公立学校共済組合が交付したものでこれに相当するものを含

む。）を使用し、療養した者以外の者で、入院費補助金の支給を受けようとする者は、

別記様式第１号による入院費補助金請求書を理事長に提出しなければならない。 

  （結婚祝金） 

第９条 会員が婚姻したときは、結婚祝金として４０，０００円を支給する。ただし、 

会員期間を通算して１回のみとする。 

２ 結婚祝金の支給を受けようとする者は、別記様式第２号による結婚祝金請求書を理事

長に提出しなければならない。 

 （出産見舞金） 

第10条 会員又はその被扶養者が出産（妊娠８５日以上の異常分べん又は母体保護法に基

づく妊娠８５日以上の胎児の人工妊娠中絶手術をした場合を含む。）したときは、出

産見舞金として胎児１名につき１０，０００円を支給する。 

２ 出産見舞金の支給を受けようとする者は、別記様式第３号による出産見舞金請求書に

医師又は助産師の証明書を添えて理事長に提出しなければならない。なお、第１８条

第２項及び第１９条第２項による提出を併せて行うことができる。 

 （退職慰労金） 

第11条 削除 

 （退職慰労金の特例） 

第11条の２ 削除 



  （市町村合併の特例） 

第11条の３  削除 

 （弔慰金） 

第12条  会員（再任用会員を除く。）が死亡したときは、弔慰金として３００,０００円

を、再任用会員が死亡したときは、弔慰金として５０，０００円を、その遺族に支給

する。 

２ 会員（再任用会員を除く。）の被扶養者が死亡したときは、弔慰金として 

 ３０，０００円を、再任用会員の被扶養者が死亡したときは、弔慰金として 

 ２５，０００円を支給する。ただし、死産に対しては支給しない。 

３ 弔慰金の支給を受けようとする者は、別記様式第４号による弔慰金請求書に医師の死

亡診断書又は市区町村長の埋葬許可証写若しくは火葬許可証写を添えて理事長に提出

しなければならない。 

  （災害見舞金） 

第13条 会員が水震火災その他の非常災害によってその住居又は家財に損害を受けたとき

は、別表１に掲げる区分により災害見舞金を支給する。 

 ただし、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第

１５０号）第２条第１項に規定する激甚災害の発生により損害を受けたときは、別表

２に掲げる区分により災害見舞金を支給する。その他特別の事情があるときは、別表

２に掲げる区分及び支給額にかかわらず、理事会の議決を経て別表１のとおり支給す

る。 

２ 災害見舞金の支給を受けようとする者は、別記様式第５号による災害見舞金請求書を

理事長に提出しなければならない。 

 （人間ドック等補助金） 

第14条  会員又はその被扶養者が人間ドックを受けたときは、次の区分により人間ドック

補助金を支給する。 

 （１）３０歳以上の会員      １５，０００円 

 （２）３０歳以上の会員の被扶養者  ５，０００円 

 （３）６０歳又は６０歳未満で勧奨により退職する会員（ただし、１日（日帰り）人間

ドックを受けたときに限る。） 健診料全額に相当する額 

２ ３０歳以上の会員（再任用会員を除く。）が、脳ドックを受けたときは、３年度に１

回に限り、脳ドック補助金として１０，０００円を限度に支給する。 

３ 人間ドック補助金の支給を受けようとする者は、別記様式第６号による人間ドック補

助金請求書を、第１項第３号のうち勧奨により退職する会員は、別記様式第６号の２

による人間ドック補助金請求書（勧奨退職者用無料１日人間ドック）を、前項に規定

する脳ドック補助金の支給を受けようとする者は、別記様式第６号の３による脳ドッ

ク補助金請求書を、それぞれ理事長に提出しなければならない。 

 （福祉施設利用補助金） 

第15条  会員又はその被扶養者がこの互助会の指定する福祉施設を利用したときは、福祉

施設利用補助金として１泊１，０００円以上の支払につき１，０００円を支給する。

なお、同施設を利用する時は、連続２泊を限度として支給する。また、公務による宿

泊時には支給しない。 

２ 福祉施設利用補助金の支給を受けようとする者は、別記様式第７号による福祉施設利

用補助金請求書を理事長に提出しなければならない。 

 （入学祝金） 

第16条  会員の被扶養者が小学校（特別支援学校の小学部を含む。）に入学したときは、



入学祝金として１人につき１０，０００円を支給する。 

２  入学祝金の支給を受けようとする者は、別記様式第８号による入学祝金請求書を理事

長に提出しなければならない。 

 （長期療養者見舞金） 

第17条 会員が病気又は負傷し長期の療養を要するときは、次に掲げる区分によりそれぞ

れ当該各号に定める額を長期療養者見舞金として支給する。ただし、次の各号のいず

れの場合にも該当しない者に対する支給額は理事長が決定する。 

 （１）結核及び公務災害による休職者           １０，０００円 

 （２）給料月額の１００分の８０を支給される病気休職者  ２０，０００円 

 （３）給与を支給されない病気休職者であって公立学校共済組合等から傷病手当金又は

傷病手当金附加金を支給される者           ５０，０００円 

 （４）給与を支給されない病気休職者であって公立学校共済組合等から傷病手当金又は

傷病手当金附加金を支給されない者         １５０，０００円 

２ 長期療養者見舞金は毎年４月１日及び１０月１日のその日を単位として年２回支給す

るものとする。 

３  長期療養者見舞金の支給を受けようとする者は、別記様式第９号による長期療養者見

舞金請求書を理事長に提出しなければならない。 

 （妊婦健康診断補助金） 

第18条 会員又はその被扶養者が妊娠し、医師又は助産師の健康診断等を受けたときは、

妊婦健康診断補助金として１回の妊娠につき６，０００円を支給する。 

２ 妊婦健康診断補助金の支給を受けようとする者は、別記様式第３号により妊婦健康診

断補助金請求書を理事長に提出しなければならない。 

なお、第１０条第２項及び第１９条第２項による提出を併せて行うことができる。 

 （育児補助金） 

第19条 会員又はその被扶養者が出産したとき（引き続きその生まれた子を育てないとき

を除く。）は育児補助金として新生児１名につき１６，０００円を支給する。 

２ 育児補助金の支給を受けようとする者は、別記様式第３号により育児補助金請求書を

理事長に提出しなければならない。 

なお、第１０条第２項及び第１８条第２項による提出を併せて行うことができる。 

 （看護休暇給付金） 

第20条 会員が育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成３年法律第７６号）における介護休業等（以下「看護休暇」という。）を取得

したときは、看護休暇給付金として看護休暇により勤務に従事しなかった期間１日に

つき、７，０００円を支給する。 

  ただし、半日又は時間単位で看護休暇を取得した日については、支給しない。 

２ 看護休暇給付金の支給期間は、要看護者の各々が看護を必要とする一の継続する状態

ごとに、看護休暇の日数を通算して事業年度内１２０日（週休日、祝日及び年末年始又

はそれらの代休日を除く）を超えないものとする。 

 ただし、公立学校共済組合（雇用保険法等の適用を受ける会員にあっては、「雇用保険

法」をいう。）等による看護休暇給付金相当の支給期間は、当該給付の対象から除算

する。 

３ 看護休暇給付金の支給を受けようとする者は、看護休暇を取得後、別に定める様式に

よる看護休暇給付金請求書を理事長に提出しなければならない。 

４ 削除  

 （医療費補助金） 



第21条 削除 

 （海外研修旅行補助金） 

第22条 削除 

 （育児休業補助金） 

第22条の２ 削除 

 （眼鏡購入補助金） 

第22条の３ 削除 

 （はり、きゅう、マッサージ施術料補助金）  

第22条の４  削除 

 （補聴器購入補助金） 

第22条の５ 削除 

第23条 削除 

 （カルチャースクール補助金）  

第24条 削除 

 （自己啓発等研修助成金） 

第24条の２ 削除 

 （遺児給付金） 

第25条 死亡した会員の被扶養者である子で、年度末における満年齢が１８歳以下の者

（以下「遺児」という。）に遺児給付金を支給する。 

２ 遺児給付金の額は、１８から会員死亡時の遺児の年齢を除いた年数に５０，０００円

を乗じて得た額に２００，０００円を加算した額を給付する。 

３ 遺児給付金の支給を受けようとする者は、別記様式第１０号による遺児給付金請求書

を理事長に提出しなければならない。 

  ただし、１８歳未満の遺児が支給を受けようとする場合は請求代理者（親権者又は未

成年後見人）が請求することとし、遺児の親権者又は未成年後見人であることを証明

する書類を添えなければならない。 

 （予防接種補助金） 

第26条 会員がインフルエンザ予防接種を受けたときは、１，０００円を限度に予防接種 

補助金を給付する。ただし、事業年度内に１回とする。 

２ 予防接種補助金の給付を受けようとする者は、別に定める様式による請求書を理事長 

に提出しなければならない。 

 （長期会員慰労旅行助成） 

第27条 会員期間が、１０年、２０年、３０年となった会員には、以下のとおり旅行券を

配付する。 

 （１）１０年旅行助成 旅行券１０，０００円分 

 （２）２０年旅行助成 旅行券２０，０００円分 

 （３）３０年旅行助成 旅行券２０，０００円分 

２ 所属長は、該当の者があるときは、該当者名簿を理事長に提出しなければならない。 

３ その他、必要な事項は、別に定める。 

 （細則の制定） 

第28条 この規則に定めるもののほか、給付事業の処理に関し必要な細則は、理事長が定

める。 

 

  附 則 

 この規則は、昭和48年 2月14日から施行し、昭和47年12月23日より適用する。 



  附 則 

 この規則は、昭和48年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、昭和48年12月 4日から施行し、昭和48年10月 1日から適用する。 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、昭和49年 2月14日から施行し、昭和49年 4月 1日から適用する。 

 （経過規定） 

２ 改正前の第８条第３項の規定により請求を要する者で、現に請求していないものにつ

いては、この規則の施行の日に請求があったものとみなして入院費補助金を支給する。 

  附 則 

 この規則は、昭和50年 3月14日から施行し、昭和50年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

 この規則は、昭和51年 3月 2日から施行し、昭和51年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

 この規則は、昭和51年 6月18日から施行し、昭和51年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

 この規則は、昭和52年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、昭和53年 3月 7日から施行し、昭和53年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

 この規則は、昭和54年 3月 6日から施行し、昭和54年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

 この規則は、昭和56年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、昭和57年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、昭和58年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、昭和59年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、昭和59年10月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、昭和60年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、昭和61年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、昭和62年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、昭和63年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成元年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成 2年 4月 1日から施行する。 

  附 則 



 この規則は、平成 2年 6月11日から施行し、平成 2年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

 この規則は、平成 3年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成 4年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成 5年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成 6年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成 7年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成 7年 5月25日から施行し、改正後の財団法人千葉県公立学校教職員互

助会給付規則は、平成 7年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

 この規則は、平成 8年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

  （施行期日） 

１ この規則は、平成10年 4月 1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

 （１）第１４条の改正規定 平成11年 4月 1日 

 （２）第２１条の改正規定 平成10年 7月 1日 

 （３）第２２条の改正規定 平成10年10月 1日 

 （経過措置） 

２ 平成13年 3月31日までの退職慰労金については、なお従前の例による。 

３ 平成10年 6月30日までに医療診療を受けた者に対する医療費補助金の支給については、

 改正後の規則第21条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

  附 則 

 この規則は、平成11年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成11年10月19日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成12年 3月31日から施行し、平成11年 4月 1日より適用する。 

  附 則 

 この規則は、平成12年 5月25日から施行し、平成12年 4月 1日から適用する。 

    附 則 

  この規則は、平成13年 2月26日から施行し、平成13年 4月 1日から適用する。ただし、

第２２条の２第３項の規定は平成12年12月 1日から適用する。 

    附 則 

  この規則は、平成14年 2月21日から施行し、平成14年 4月 1日から適用する。 

   附 則 

１ この規則は、平成15年 2月 6日から施行し、平成15年 4月 1日から適用する。ただし、

 第１０条、第１８条及び第１９条の改正規定は平成14年10月 1日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の第２２条の３に係る第６条の適用については、なお従前の例による。 



    附 則 

 この規則の一部改正は、平成15年 5月29日から施行し、平成15年 6月 1日から適用する。 

  附 則 

 この規則の一部改正は、平成16年 2月20日から施行し、平成16年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

 この規則の一部改正は、平成18年 2月21日から施行し、平成18年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

  この規則の一部改正は、平成19年 5月30日から施行し、平成19年 4月 1日から適用する。 

    附 則 

  この規則は、平成20年 4月 1日から施行する。ただし、第１７条第１項第３号、第４号

及び第３項に定める別記様式第９号の改正規定は、平成20年 1月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成21年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成22年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

  この規則は、平成22年 7月 1日から施行し、平成22年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

 この規則は、平成23年 4月 1日から施行する。 

    附 則 

 この規則は、平成24年 1月10日から施行する。 

    附 則 

 この規則は、平成24年 4月 1日から施行する。 

なお、この規則の施行日前に取得した看護休暇の期間は、施行日後に取得する看護休暇

の期間と通算しないものとする。 

附 則 

 １ この規則は、平成25年 4月 1日から施行する。 

 ２ 第11条から第11条の３までの規定にかかわらず、平成25年1月17日から平成25年3月

31日までの間に資格を失った会員に対する退職慰労金の給付については「財団法人千

葉県公立学校教職員互助会退職慰労金規則」によるものとする。 

  附 則 

 この規則は、平成25年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成25年 5月30日から施行し、平成25年 4月 1日から適用する。 

  附 則 

 １ この規則は、平成26年 4月 1日から施行する。 

 ２ 第27条の規定にかかわらず、平成26年4月1日に会員期間が１１年から１９年までの

会員に旅行券１０，０００円分、２０年の会員に旅行券３０，０００円分を配付する。 

  附 則 

 この規則は、平成27年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成29年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

 この規則は、平成31年 2月 4日から施行し、平成31年 4月 1日から適用する。 

  附 則 



 この規則は、令和2年 2月 7日から施行し、令和2年 4月 1日から適用する。 

附 則 

この規則は、令和3年2月18日から施行し、令和3年4月1日から適用する。 

附 則 

この規則は、令和4年2月 7日から施行し、令和4年4月1日から適用する。 

附 則 

この規則は、令和5年4月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和6年4月 1日から施行する。 

 

 

 


